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１　公益財団法人長野県建設技術センター試験所の概要

　⑴　試験所の目的
　　�　美しく、安全で快適な生活環境の整備や地域の振興発展は住民の願いであり、この達成

のために建設産業の果たす役割には大きなものがあります。

　　�　近年の建設技術の進歩はめざましく、建設工事も高度

化・多様化が進んでいますが、安全で耐久性に優れた建

造物の構造には、建設材料の適正管理が益々重要になっ

てきました。

　　�　当技術センター試験所は、建設材料の試験機関として

長野県の指定を受け、充実した試験体制を整備し、公正

中立な公的試験機関として国、県、市町村さらには民間

の土木建設等に使用する材料の品質確保のため、JISに

則り材料試験を的確に実施し、建設事業における構造物

の品質向上に寄与することを目的としています。

　⑵　試験所の沿革
　　�　平成４年４月１日	 ・�建設資材の試験業務を実施する

ため、東信、伊那、飯田、木曽、松本及び北信の６試験所を設置

　　　	 ・�県から公的試験機関として指定を受ける。

　　　平成６年４月１日	 ・試験手数料を改定

　　　平成７年４月１日	 ・試験結果の単位を国際単位（SI単位）に切り換える。

　　　平成７年11月１日	 ・松本試験所を移設

　　　平成８年４月１日	 ・試験（事務）を電算システム処理に切り換える。

　　　平成９年４月１日	 ・消費税法の改正に伴い試験手数料を改定

　　　平成11年10月１日	・JIS改訂に伴い計測機器等を整備、見掛け密度計測を開始

　　　平成13年３月１日	 ・全所第２次電算システム処理に切り換える。

　　　平成17年10月１日	・試験手数料を改定

　　　平成18年11月１日	・全所第３次電算システム処理に切り換える。

　　　平成20年９月１日	 ・試験所技術審査委員会設置

　　　平成24年４月１日	 ・公益財団法人として認定される。

　　　平成26年４月１日	 ・消費税法の改正に伴い試験手数料を改定

　　　平成27年３月30日	・工業標準化法第57条の規定に基づく試験事業者として登録
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　⑶　組織の概要（平成29年４月１日現在）
　　�図１−１　組織図

　　�表１−１　試験所職員の構成
試験所
東　信
伊　那
飯　田
木　曽
松　本
北　信
構成計

所　長
１
１
１

１（１）
１
１

６（１）

事　務
１
１
１

１
１
５

技　術
１
２
１
１
２
１
８

試験所計
３
４
３

２（１）
４
３

19（１）
 （　）兼務
 ＊技術職員はコンクリート主任技士及び技士の有資格者

理事長 専務
理事

（兼）
事務局長 事務局次長 事務所

企画総務課

建設技術課

東信試験所

伊那試験所

飯田試験所

木曽試験所

松本試験所

北信試験所

東信事務所

　　　上田支所

南信事務所

　　　飯田支所

中信事務所

理事
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⑷　事業内容
　　�　試験所が担当する事業は、コンクリート試験、コンクリート二次製品試験、鉄筋・鋼板

等の試験及び土質・骨材試験の４種で、その内訳は次の通りである。

　１）コンクリート試験

　　①圧縮強度試験　　②曲げ強度試験　　③割裂引張強度試験　　④見掛け密度試験

　２）コンクリート二次製品試験（コンクリート積ブロック）

　　①形状・寸法・コアー採取・キャッピング・研磨　　②圧縮強度試験

　３）鉄筋・鋼板等の試験

　　①引張試験　　②曲げ試験　　③単位質量試験

　４）土質・骨材試験（伊那試験所のみ）

　　　　土粒子の密度試験	 ふるい分け試験

　　　　土の含水比試験	 単位容積質量及び実積率試験

　　　　土の粒度試験（0.075㎜以上）	 細・粗骨材の密度及び吸水率試験

　　　　液・塑性限界試験	 粗骨材のすりへり試験

　　　　突固めによる土の締固め試験	 修正CBR試験

　　　　変状土の室内CBR試験

⑸　試験設備
　　�　各試験所で試験を行うために備えている設備は、表１−１のとおりであり、定期的に整

備を行い、毎年、JCSS・長野県計量協会による校正を受けている。

　表１−１　各試験所の試験設備

東 信

圧 縮 試 験 機 2,000KN 1基
1,000KN 1基

1,000KN 2基
φ10cm 1式

1式
 1式
—

伊 那

1,000KN 1基

1,000KN 1基
φ10cm 1式

1式
 1式
1式

飯 田

1,000KN 1基

1,000KN 1基
φ10cm 1式

1式
 1式
—

木 曽

1,000KN 1基
1,000KN 1基
1,500KN 1基
φ10cm 1式

1式
 1式
—

松 本
2,000KN 1基
1,000KN 1基
1,000KN 1基
1,500KN 1基
φ10cm 1式

—
 1式
—

北 信
2,000KN 1基
1,000KN 2基

1,000KN 1基
φ10cm 1式

1式
 1式
—

万 能 試 験 機

コアー採取機
キャッピング器具
研 磨 機
土質試験器具

試験所試験設備
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２　業務の実績

（１）建設材料試験の件数実績

　平成30年度の建設材料試験件数は､74,571件であり、コンクリート試験が全体の９割を占め、鉄

筋・鋼板等試験が約１割で次いでいる。

　平成30年度までの過去10年間の試験件数の経年変化は、表２－１及び図２－１のとおりとなって

おり、平成30年度は平成21年度の70.4％となっている。

表２－１　建設材料試験年度別件数実績 上段：構成比

下段：本数（土質試験は件数）

試験項目
平成
21年度

平成
22年度

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

平成
30年度

85.3% 87.6% 88.1% 89.8% 88.2% 90.0% 90.3% 88.9% 91.0% 90.0%

90,363 90,934 91,045 91,289 87,431 91,940 76,067 69,362 70,035 67,131

14.2% 12.1% 11.5% 10.0% 11.5% 9.8% 9.5% 10.9% 8.9% 9.8%

15,052 12,516 11,888 10,115 11,388 9,996 7,987 8,528 6,870 7,337

0.3% 0.2% 0.2% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0%

337 241 237 118 107 66 85 27 24 15

0.2% 0.2% 0.2% 0.1% 0.2% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1%

202 166 174 129 158 177 116 103 61 88

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

105,954 103,857 103,344 101,651 99,084 102,179 84,255 78,020 76,990 74,571

図２－１　建設材料試験件数の推移
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（２）建設材料試験の収入実績

　平成30年度の建設材料試験の収入は約172百万円であり、その内訳は、コンクリート試験から

の収入が全体の８割強を占め、鉄筋・鋼板等からが約１割強で次いでいる。

　平成30年度までの過去10年間の収入の経年変化は、表２－２及び図２－２のとおり漸減傾向と

なっており、平成30年度は平成21年度の69.5％となっている。

　なお、試験項目の「その他」は、試験成績書の再発行等に係る収入である。

表２－２　建設材料試験年度別収入実績 上段：構成比

下段：金額（単位：千円）

試験項目
平成
21年度

平成
22年度

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

平成
30年度

79.0% 81.7% 82.4% 84.7% 82.6% 83.8% 84.9% 82.6% 85.5% 84.3%

194,940 192,923 197,010 196,860 186,274 196,762 166,314 147,523 148,364 144,633

17.1% 14.8% 14.3% 12.3% 14.1% 12.4% 11.7% 14.0% 11.4% 12.3%

42,184 34,872 34,122 28,510 31,812 29,063 23,028 24,915 19,865 21,174

0.7% 0.6% 0.4% 0.2% 0.2% 0.1% 0.2% 0.1% 0.1% 0.1%

1,734 1,339 872 426 374 350 447 169 95 67

1.3% 1.1% 1.1% 0.9% 1.1% 1.2% 1.0% 1.0% 0.6% 0.6%

3,227 2,746 2,808 2,063 2,502 2,756 1,902 1,700 1,011 1,088

1.9% 1.8% 1.8% 2.0% 2.0% 2.6% 2.2% 2.3% 2.4% 2.7%

4,748 4,199 4,229 4,579 4,558 6,002 4,292 4,183 4,247 4,578

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

246,833 236,079 239,041 232,438 225,520 234,933 195,983 178,490 173,582 171,540

図２－２　建設材料試験収入の推移
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（３）建設材料試験の発注者別収入

　発注者別収入及びその経年変化は、表２－３並びに図２－３のとおりであり、県発注が約４割で、

その内建設部（土木関係）が全体の３割程度を占めている。

　ついで民間等、市町村、国（国土交通省等）の順となっている。

表２－３　建設材料試験発注者別収入実績 上段：構成比

下段：金額（単位：千円）

平成
21年度

平成
22年度

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

平成
30年度

建設部（土木） 84,410 89,367 91,573 79,820 71,545 80,753 71,535 58,680 47,994 53,772

農政部 12,413 8,049 7,006 6,524 8,063 6,356 4,353 3,500 5,102 4,602

林務部 10,192 11,416 12,036 14,915 13,565 13,096 10,285 10,645 8,693 9,589

建設部（建築） 7,889 4,567 5,559 8,400 4,039 6,705 4,651 4,491 3,320 2,509

企業局 373 311 782 680 479 449 187 1,029 353 890

46.7% 48.2% 48.9% 47.5% 43.3% 45.8% 46.4% 43.9% 37.7% 41.6%

115,277 113,710 116,956 110,339 97,691 107,359 91,011 78,345 65,462 71,362

建築関係 21,287 19,824 16,698 17,910 19,637 19,918 15,877 12,159 16,549 13,451

土木関係 27,145 30,317 33,164 25,724 30,270 29,288 24,769 21,746 18,554 25,363

19.6% 21.2% 20.9% 18.8% 22.1% 20.9% 20.8% 19.0% 20.2% 22.6%

48,432 50,141 49,862 43,634 49,907 49,206 40,646 33,905 35,103 38,814

国土交通省等 38,482 35,092 27,803 34,633 31,859 29,807 26,234 20,210 24,750 17,471

公団等 4,512 2,073 2,908 3,497 2,145 1,762 2,203 1,936 2,114 1,541

17.4% 15.7% 12.8% 16.4% 15.1% 13.4% 14.5% 12.4% 15.5% 11.1%

42,994 37,165 30,711 38,130 34,004 31,569 28,437 22,146 26,864 19,012

16.3% 14.9% 17.4% 17.3% 19.5% 19.9% 18.3% 24.7% 26.6% 24.7%

40,130 35,063 41,512 40,336 43,918 46,799 35,889 44,094 46,153 42,352

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

246,833 236,079 239,041 232,439 225,520 234,933 195,983 178,490 173,582 171,540

図２－３　建設材料試験発注者別収入の推移
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　（４）平成３０年度発注者別収入

図２－４　発注者別建設材料試験収入 171,540,084 円

　（５）平成３０年度試験所別収入

図２－５　試験所別建設材料試験収入 171,540,084 円
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